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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成19年3月29日に提出いたしました第35期（自　平成18年1月１日　至　平成18年12月31

日）有価証券報告書において、記載事項に誤りがありましたので、これを訂正するため有

価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２【訂正事項】

第一部 【企業情報】

　　第５ 【経理の状況】

　　　１ 【連結財務諸表等】

　　　（１）連結財務諸表

　　　　注記事項

　　　　（税効果会計関係）　

３【訂正箇所】

　訂正箇所は　　　を付して表示しております。

 

　第一部 【企業情報】

　　第５【経理の状況】

　　　１【連結財務諸表等】

　　　　（１）【連結財務諸表】

　　　　　注記事項

　　　　　（税効果会計関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（平成17年１月１日から
平成17年12月31日まで）

当連結会計年度
（平成18年１月１日から
平成18年12月31日まで）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別内訳

(繰延税金資産） (繰延税金資産）

  税務上の繰越欠損金 210,642千円

 棚卸資産評価損 35,757千円

 役員退職金慰労引当金 40,548千円

 未実現利益 15,547千円

 その他 45,621千円

 繰延税金資産小計 348,117千円

 評価性引当額 △212,522千円

 繰延税金資産合計 135,594千円

  税務上の繰越欠損金 182,399千円

 棚卸資産評価損 29,650千円

 未実現利益 14,745千円

 その他 34,508千円

 繰延税金資産小計 261,303千円

 評価性引当額 △176,185千円

 繰延税金資産合計 85,118千円

(繰延税金負債） (繰延税金負債）
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 未実現損失 △37,005千円

 建設協力金 △1,359千円

 繰延税金負債合計 △38,365千円

 繰延税金資産（負債）の純

額

97,229千円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表

の以下の項目に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産 67,169千円

 固定資産－繰延税金資産 31,419千円

 固定負債－そ　の　他 △1,359千円

 未実現損失 △37,005千円

 建設協力金 △1,513千円

 繰延税金負債合計 △38,519千円

 繰延税金資産（負債）の純

額

46,598千円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表

の以下の項目に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産 64,850千円

 固定負債－そ　の　他 △18,251千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳

   

 法定実効税率 39.8％

 （調整）   

 交際費等損金不算入項目 1.1％

 住民税均等割等 0.4％

 特別税額控除 △1.2％

 税務上の繰越欠損金の利用 △3.5％

 その他 △0.2％

 税効果会計適用後の

法人税等の負担率
36.4％

　

　   

 法定実効税率 39.8％

 （調整）   

 交際費等損金不算入項目 0.7％

 住民税均等割等 0.2％

 税務上の繰越欠損金の利用 △6.6％

 持分変動利益 △1.3％

 子会社の商標権等売却益の

連結修正
△1.9％

 その他 △0.2％

 税効果会計適用後の

法人税等の負担率
30.7％

  

 

 

（訂正後）

前連結会計年度
（平成17年１月１日から
平成17年12月31日まで）

当連結会計年度
（平成18年１月１日から
平成18年12月31日まで）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別内訳

(繰延税金資産） (繰延税金資産）

  税務上の繰越欠損金 210,642千円

 棚卸資産評価損 35,757千円

 役員退職金慰労引当金 40,548千円

 未実現利益 15,547千円

 その他 45,621千円

 繰延税金資産小計 348,117千円

 評価性引当額 △212,522千円

 繰延税金資産合計 135,594千円

  税務上の繰越欠損金 93,526千円

 棚卸資産評価損 29,650千円

 未実現利益 14,745千円

 その他 34,508千円

 繰延税金資産小計 172,430千円

 評価性引当額 △87,312千円

 繰延税金資産合計 85,118千円

(繰延税金負債） (繰延税金負債）
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 未実現損失 △37,005千円

 建設協力金 △1,359千円

 繰延税金負債合計 △38,365千円

 繰延税金資産（負債）の純

額

97,229千円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表

の以下の項目に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産 67,169千円

 固定資産－繰延税金資産 31,419千円

 固定負債－そ　の　他 △1,359千円

 未実現損失 △37,005千円

 建設協力金 △1,513千円

 繰延税金負債合計 △38,519千円

 繰延税金資産（負債）の純

額

46,598千円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表

の以下の項目に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産 64,850千円

 固定負債－そ　の　他 △18,251千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳

   

 法定実効税率 39.8％

 （調整）   

 交際費等損金不算入項目 1.1％

 住民税均等割等 0.4％

 特別税額控除 △1.2％

 税務上の繰越欠損金の利用 △3.5％

 その他 △0.2％

 税効果会計適用後の

法人税等の負担率
36.4％

　

   

 法定実効税率 39.8％

 （調整）   

 交際費等損金不算入項目 0.7％

 住民税均等割等 0.2％

 税務上の繰越欠損金の利用 △6.6％

 持分変動利益 △1.3％

 子会社の商標権等売却益の

連結修正
△1.9％

 その他 △0.2％

 税効果会計適用後の

法人税等の負担率
30.7％

  

以　上
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